
   国立大学法人東京外国語大学特定外国語主任教員に関する規程  

 

                        平成 22 年  3 月 23 日 

                        規  則  第  18  号 

 

                     改正 平成 27 年 3 月 24 日規則第 23 号 令和 5 年 3 月 16 日規則第 39 号 

 

 （目的）  

第１条 この規程は、国立大学法人東京外国語大学特定有期雇用職員就業規則（平成 20

 年規則第 26 号。以下「就業規則」という。）第３条第１項第２号の規定に基づき、特

 定外国語主任教員に関し必要な事項を定めることを目的とする。  

 （定義）  

第２条 特定外国語主任教員とは、専攻語を母語とする教員のうち、主として学生に対す

 る高度な語学教育、専門教育及びその支援並びに研究に従事する者をいう。  

 （採用）  

第３条 特定外国語主任教員の採用は、原則として、春学期又は秋学期の授業開始時期に

合わせて行うものとする。  

２ 特定外国語主任教員候補者の選考は、学長が行う。  

３ 学長は選考にあたっては、大学院総合国際学研究院教授会及び世界言語社会教育セン

 ター運営会議に意見を求めることができる。  

４ 給与、契約期間等の雇用条件については、部局の意見を参考に学長が決定する。  

 （給与の決定）  

第４条 基本給の決定にあたっては、別表第１特定外国語主任教員の号俸格付基準表によ

 り、就業規則別表第１－２特定外国語主任教員基本給表による額をもとに、その者の業

 務内容、その他の事情等を総合的に判断して役員会で審議のうえ、学長が決定する。た

 だし、特に学長が必要と認める場合には、月額６０万円を上限として、当該基本給表に

 定める号俸を超える基本給を支給することができる。  

２ 経験年数の換算は、別表第２経験年数換算表のとおりとする。  

 （招聘及び雇用契約）  

第５条 学長は、海外に在住する者を特定外国語主任教員候補者として決定した場合は、

 業務内容、任期、給与等の雇用条件を詳示した招聘状を発する。  

２ 学長は、特定外国語主任教員候補者との間で雇用条件等を明記した雇用契約書を締結

 する。  

３ 雇用契約書は２通作成し、双方各１通を所持するものとする。  

 （赴任及び帰国旅費等）  

第６条 海外に在住する特定外国語主任教員が本学に赴任したときは、本人の赴任にかか

 る旅費及び別表第３に定める地域区分ごとの移転料を支給する。  

２ 海外から赴任した特定外国語主任教員のうち、三親等以内の扶養親族を随行する場合

 は、その人数にかかわらず５万円の扶養親族移転料を支給する。  

３ 海外から赴任した特定外国語主任教員が、任期満了後、海外へ帰国する場合は、本人



 の帰国にかかる旅費を支給する。  

 （宿舎の貸与）  

第７条 特定外国語主任教員に対して、原則、本学が所有する宿舎又は借り上げ宿舎を貸

 与するものとする。  

２ 前項の宿舎の貸与を受けた特定外国語主任教員（以下「被貸与者」という。）は、宿

 舎使用料として、別に定める使用料を本学に納入しなければならない。  

３ 被貸与者は、善良な管理者の注意をもってその貸与を受けた宿舎を使用しなければな

 らない。  

４ 被貸与者は、任期満了又は辞職等により本学職員としての身分を喪失した場合は、速

 やかに原状回復のうえ、宿舎を明け渡さなければならない。  

 （その他）  

第８条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、大学院総合国際学研究院教授会及

 び世界社会言語教育センター運営会議の議を経て、学長が定める。  

 

   附 則  

 この規程は、平成２２年４月１日から施行する。  

   附 則  

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。  

   附 則  

 この規程は、令和５年３月１６日から施行する。  



別表第１ 特定外国語主任教員の号俸格付基準表（第４条第１項関係）  

 

 号  

 

   大学卒業後の経験年数  

 

  短期大学卒業後の経験年数  

 

 １  

 

  ０年以上  ～   ４年未満  

 

  ０年以上  ～   ７年未満  

 

 ２  

 

  ４    ～  １２  

 

  ７    ～  １５  

 

 ３  

 

  １２   ～  １７  

 

  １５   ～  ２０  

 

 ４  

 

 

  １７   ～  

 

 

  ２０   ～  

 

（注）上記以外の学歴を有する者については、初任給、昇格、昇給等の基準及び基準運用

  に関する細則別表第５修学年数調整表によりいずれか有利な方の学歴に調整するもの

  とする。  

 

 

別表第２ 経験年数換算表（第４条第２項関係）  

 

 

 

 換 算 率  

 

外国政府等公的機関又  

は教育・研究機関の職  

員としての在職期間  

 

教育・研究系職員として在職した期間  

 

１００／１００  

 

その他の期間  

 

 ８０／１００  

 

学校又は学校に準ずる教育機関における在学期間  

（正規の修学年数内の期間に限る）  

 

１００／１００  

 

 

民間会社の職員としての在職期間  

 

 ８０／１００  

 

兵役期間、牧師、修道女等の期間  

 

 ８０／１００  

 

 

その他の期間  

 

 

 

 

 

教育、研究等に関する職務に従事した 

期間で、その職務についての経験が直接

役立つと認められる期間  

 

１００／１００  

 

 

 

その他の期間  

 

 

 ５０／１００  

 

 



 

別表第３（第６条関係）  

 

        地域区分  

 

   金額（円）  

 

東アジア、東南アジア  

 

    90,000  

 

中東、オセアニア  

 

    120,000  

 

ヨーロッパ、北米  

 

    150,000  

 

アフリカ、南米  

 

 

    170,000  

 

 


